
キャッシュレス・消費者還元事業参加に関する同意書
株式会社えるく　御中
令和　　　年　　月　　日
申込者
所在地
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
申込者（以下「当方」という。）は、「キャッシュレス・消費者還元事業」(以下「本事業」という。)に参加するため、貴社に加盟登録を依頼するにあたり、下記の事項について同意し又は誓約します。
記
1. 総則
本同意書は、本事業への参加に関して、必要な事項を定めるものであり、本同意書に定めのない事項は、貴社と締結した加盟店契約（以下「加盟店契約」という。）に従うものとします。
2. 登録要件の充足等
（1）　当方は、以下に掲げる各事項について、貴社に対して表明し、保証します。
　　①　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団等の反社会的勢力に関係する事業者には該当しないこと。
　　②　会社形態以外の事業者に該当する場合には、別紙1項（3）①から③のいずれかの事項を充足すること。
　　③　別紙5項（1）①又は、②のいずれかの事業に該当するものとして、貴社に対して申告する場合、その内容が真実であること。
　　④　本事業の実施期間（以下「事業期間」という。）に限って、資本金の減資や従業員数の削減を行い、事業期間終了後に、再度、資本金の増資や従業員数の増員を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目的として、資本金、従業員、株式保有割合等を変更しないこと。
　　⑤　別紙1項及び2項の事項をいずれも充足する中小・小規模事業者であり、同3項の中小・小規模事業者等には該当しないこと。
　⑥　「キャッシュレス・消費者還元事業参加申込書」の記載内容が真実であること。
（2）　当方は、別紙4項記載の取引について、本事業による補助の対象外であることを確認の上、承諾します。
3. 本事業における消費者還元率の設定等についての確認
　当方は、別紙5項及び6項の内容を確認し、自らに適用される還元率、端末補助の有無、手数料補助の有無を判断の上で、貴社へ加盟登録を依頼します。なお、当該判断に誤りがあった場合に生じる不利益については、当方が負担します。
4. 事業期間中の条件
当方は、事業期間中は、加盟店契約その他これに関連し又は付随する合意事項の内容に関わらず、以下の条件が優先して適用されることに同意します。
(1) 決済端末の無償提供等
当方は、当方が端末設置会社と締結する端末設置規約の内容に関わらず、本事業に係る決済端末本体を貴社より無償で提供を受けるものとし、また、システム登録費用及び事業期間中のシステム利用料が無料となることを確認します。

なお、当方は、事業期間中、他の決済事業者と端末設置に関する契約を締結することなく、また、他社設置端末への切替えも行わないものとします。当方がこれに反した場合には、当方は、端末設置に係る費用の全額を、直ちに貴社に支払うものとします。
(2) 加盟店手数料還元
当方は、事業期間中の加盟店手数料の３分の１相当額の補助金（以下「補助金」という。）について、貴社を介して、次の時期、方法により受領します。
時期：毎月1日から末日加盟店精算分を翌月末日までに
方法：加盟店契約に関し、当方が指定する金融機関口座に対する振込を受ける方法
(3) 加盟店手数料率の変更
加盟店契約における加盟店手数料率が3.25％を超える場合には、3.25％に変更されるものとします。なお、変更された加盟店手数料率は、事業期間終了後は、双方協議の上変更出来るものとします。
5. 本事業に関する業務
当方は、本事業に関する業務について、以下の事項を適切に実施します。
(1) 当方は、キャンセルの場合等、補助金交付に係る原因取引が消滅した場合に、ポイント等による消費者還元がなされないよう貴社を通じて一般社団法人キャッシュレス推進協議会（以下、「補助金事務局」という。）に当該事実を報告します。
(2) 当方は、不当な取引の防止を適切に行います。
(3) 当方は、本事業に参加をしている加盟店であることが消費者にわかるポスター等の掲示を行います。
(4) 当方は、店頭での購買時に、即時利用可能なポイント・クーポン等を発行し、購買金額に当該ポイント等相当額を充当する場合には、その旨を消費者にわかりやすく表示します。
(5) 当方は、補助金事務局が行う需要平準化効果やキャッシュレス推進施策の状況等の調査等に協力します。
(6) 当方は、別紙1項から4項までに規定する本事業公募・登録対象に係る要件に該当しなくなった場合には、速やかに本事業に登録をしている貴社を通じて、補助金事務局に連絡を行います。
(7) 当方は、本事業の要件を満たしていることを証明できる証憑を請求された場合、貴社を通じて、補助金事務局に提出します。
(8) 当方は、自らが判断した消費者還元率の設定等に疑義が生じた場合には、貴社の指示に基づき速やかに疑義を解消するための対応を行います。
(9) 当方は、事業期間中、登録申請内容に変更が発生した場合には、速やかに貴社を通じて補助金事務局へ報告します。
6. 不正取引時の補助金返還等
　当方は、当方が行ったキャッシュレス決済について、以下のいずれかに該当する不当な取引が発生した場合、又は不当な取引が発生した疑いがあるとの補助金事務局からの通知を受けた場合には、当該利用分に基づく補助金につきましては、支払いを求めないものとします。また、当方が貴社より補助金を受領済みの場合には、速やかに当該利用分に係る補助金相当額並びに当該補助金相当額に年10.95％を乗じた額を、貴社に対して返還します。
①　他人のキャッシュレス決済手段を用いて決済した結果として、自己又は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
②　架空の売買や、直接又は間接を問わず、自らが販売した商品を同額で再度購入する取引等、客観的事情に照らして取引の実態がないにも関わらず、当該取引を根拠として、自己又は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
③　商品若しくは権利の売買又は役務の授受を目的とせず、本事業による消費者還元を受けることのみを目的として、キャッシュレス決済を行い、自己又は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
④　本事業の対象でない取引を対象であるかのように取り扱い、自己又は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
⑤　本事業の対象取引が取消、解除その他の事由により存在しなくなった、又は現金若しくは本事業の対象外取引である金券等による反対給付が行われたにも関わらず、自己又は他者が本事業における消費者還元に基づく利益を得ること
⑥　本事業の対象でない加盟店が対象であると申告することで、他者に本事業における消費者還元に基づく利益を得させること
⑦　その他貴社が本事業の趣旨に照らして不当であると判断する取引
7. 不正取引に関する調査
当方は、前項の不当な取引が疑われる事象が発生した場合又は不当な取引が発生した疑いがあるとの補助金事務局からの通知を受けた場合には、貴社の指示に従うとともに、貴社が行う当該取引に対する調査に最大限協力します。
8. 解除及び損害賠償
当方は、6項に該当する不当な取引の発生が判明した場合、又は不当な取引が発生した疑いがあるとの補助金事務局からの通知を受けた場合には、貴社の判断によりキャッシュレス決済を一時的に停止されたり、加盟店契約の一部又は全部を解除されたりしても、異議を申し立てないものとします。
また、当方は、当方に帰責される不当な取引によって、貴社に損失が生じた際に、その帰責の程度に応じて、貴社の損失額に相当する金額（提携会社から課される損害賠償・違約金・制裁金・弁護士費用等を含む一切の損害）を貴社に支払います。
9. 不正取引に係る加盟店の情報提供
当方は、6項に該当する不当な取引の発生が判明した場合は、貴社が以下に掲げる当方の情報を本事業の執行団体である補助金事務局及び他の本事業に登録する決済事業者（その委託先を含む）に共有することを承諾します。
①　社名（個人事業主にあっては事業主名）
②　代表者名
③　代表者生年月日
④　設立年月日
⑤　当該社及び不当な取引が行われた店舗の電話番号
⑥　当該社及び不当な取引が行われた店舗の住所
⑦　補助金の振込先口座情報
⑧　不当な取引を行った事実
10．加盟店ID
　　当方は、本同意書交付時点において、既に加盟店IDを取得している場合には、当該加盟店IDを貴社に対して通知します。
また、当方は他の決済事業者に加盟店IDの発行手続きを依頼している場合には、加盟店ID取得後すみやかに貴社に対して通知します。
11．確認資料
　　当方は、個人事業主に該当する場合には、貴社に対して開業届、納税証明書等の営業の実態を示す資料を交付します。
　　また、当方は、別紙3項8号（注６）記載の事業者に該当する場合には、各事業についての営業許可に関する証明書（写し）及び都道府県組合が発行する組合員であること、組合による指導を受けたことに関する証明書（写し）を貴社に対して交付します。
12．協議事項
本同意書において定めのない事項又は疑義がある事項については、別途、貴社との協議をもって決定します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

